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業績悪化に伴う内定取消は 

どのような場合に認められる？ 

 

◆業績悪化に伴う内定取消が増加 

米国のサブプライムローン問題に端を

発した世界的な金融危機に伴う急激な株

価下落や景気悪化の影響による企業の業

績悪化・業務縮小・事業撤退などを理由

として、来春就職予定の学生の内定が取

り消されるケースが相次いでいるそうで

す。業種は不動産、住宅販売、建設、生

命保険、ホテル、情報通信、システム開

発、専門商社など多岐にわたっています。 

大学側では「企業の業績悪化が深刻化

してくるとさらに内定取消が増加するの

では」「実際にはもっと多くの学生の内

定が取り消されているかもしれない」

「この時期にこんなに内定取消が相次ぐ

ことはここ数年間なかった」などといっ

た不安の声もあがっているようで、また、

2010 年春に卒業・就職予定の現在の大

学３年生の就職活動にも影響が出てきそ

うです。 

企業・大学・学生いずれにとっても非

常に深刻な問題である内定取消は、どの

ような場合に認められるのでしょうか。 

 

◆裁判所の考え方は？ 

内定取消は、一般的に「客観的にみて

内定を取り消してもやむを得ない事情が

ある場合」にのみ許され、単なる業績悪

化だけを理由として簡単に認められるも

のではないとされています。 

裁判例（大日本印刷事件：最判昭和 54

年 7 月 20 日）では、会社が応募者に「採

用内定通知」を発して、応募者がこれに

応じる旨の「誓約書」を提出した場合に

は、入社日を「採用内定通知」に記載さ

れた時期とし、「誓約書」に記載された採

用内定取消事由が発生したときは当該契

約を解約できるとの解約権が留保された

労働契約が成立していると考えられる、

としています。 

さらにこの留保解約権については、内

定の当時知ることができず、また知るこ

とが期待できないような事実であって、

これを理由として採用内定を取り消すこ

とが客観的に合理的と認められ社会通念

上相当として是認することができるもの

に限られる、としています。 

 

◆「整理解雇の４要件」との関係 

また、経営悪化を理由とする採用内定

取消の場合について、いわゆる「整理解

雇の４要件」の考え方に沿った判断を下

した事例がありあます（インフォミック

ス事件：東京地決平 9 年 10 月 31 日）。 

この事案では、(１)人員削減の必要性、

(２)採用内定取消の回避の努力、(３)人選

の合理性は認められるが、(４)手続きの

面において十分な説明が欠けていたとし

て、採用内定の取消が無効と判断されて

います。したがって、採用内定を取り消

すべきかどうかは、上記の４要件の考え

方に沿って慎重に考えなければなりませ

ん。 
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苦しさを増す介護事業者の支援策 

 

◆苦しい経営実態 

厚生労働省は、「平成 20 年介護事業

経営実態調査」を発表し、介護施設の苦

しい経営実態が明らかになりました。 

前回調査（2005 年）と比較すると、

利益率（収入に対する利益の割合）が、

例えばデイケアでは 18.9％から 4.5％

に、特別養護老人ホームでは 13.6％か

ら 3.4％に大きく下がるなど、15 種の

うち 11 種で低下しています。また事業

規模別では、事業規模の小さいところほ

ど経営が厳しくなっているようです。 

 

◆2009 年４月から介護報酬引上げ 

上記のような現状から、政府・与党は、

介護労働者の待遇改善を図るため、

2009 年４月から介護報酬（介護事業者

に支払われるサービスの公定価格）を

３％引き上げることを決定し、先ごろ発

表した「新総合経済対策」（追加経済対

策）に盛り込みました。介護報酬は３年

に１度改定されることになっていますが、

プラス改定は 2000 年度の介護保険制

度発足以来初となります（2003 年はマ

イナス 2.3％ 、 2006 年はマイナス

2.4％といずれも引下げ）。 

報酬引上げは保険料アップにも繋がり

ます。本来であれば来年度から月 300

円程度上昇する計算になるそうですが、

急激な保険料負担増を回避するため政府

が肩代わり（国費から 1,200 億円を投

入）する方針で、2009 年度の介護保険

料は全国平均で１人あたり月 150～

200 円程度（３～５％程度）の引上げと

なる見通しです。 

 

◆自治体で独自の対策も 

東京都杉並区では、介護事業者向けの

緊急融資を行うと発表しました。同区内

の通所介護施設や特別養護老人ホームを

運営している介護保険事業者に対して、

介護報酬３カ月分以内（最高 300 万円）

を無利子で融資する制度を今年の 12 月

に創設し、経営が悪化している介護事業

者を支援していくそうです。融資期間は

６年で、用途は運転資金に限定されてい

ます。対象は従業員 300 人以下の社会

福祉法人と NPO 法人です。 

 

１２月の税務と労務の手続 

［提出先・納付先］  

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の

納付［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出

＜前月以降に採用した労働者がいる

場合＞［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出

＜前月以降に一括有期事業を開始し

ている場合＞［労働基準監督署］ 

15 日 

○ 勤労青少年旅客運賃割引証交付申請

書の提出＜12 月 15 日～1 月 25 日＞  

［労働基準監督署］ 

31 日 

○ 固定資産税＜都市計画税＞の納付＜

第 3 期分＞［郵便局または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付 

［郵便局または銀行］ 

○ 日雇健保印紙保険料受払報告書の提

出［社会保険事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使

用状況報告書の提出 

［公共職業安定所］ 

本年最後の給料の支払を受ける日の前

日まで 

○ 年末調整による源泉徴収所得税の不

足額徴収繰延承認申請書の提出 

［税務署］ 

○ 給与所得者の保険料控除申告書＜生

命保険・損害保険・社会保険＞兼給与

所得者の配偶者特別控除申告書の提

出［給与の支払者］ 

 


